
【Ⅰ．主な取り組み】

【Ⅱ．目標指標】
６年度

実績値 達成度 目標値   　　　 25　　     50　　　　75　 　 　100      125

ⅰ 435 100.5% 479

979 93.2% 1,400

18 120.0% 35

240 100.8% 257

【Ⅲ．指標による評価】

ⅰ

評価 理　　　　由　　　　等 平均評価

達成
　県外での移住・就業合同相談会の開催や就農学校･林業アカデミー･漁業学校等の研修制度、県独自の給付金制度など就業支援制度の充実により、
令和元年度は農業で257人、林業で105人、水産業で73人、合計435人と年度目標値（433人）を達成できた。

達成

ⅱ 達成

　農業経営相談所において、課題解決の方針策定や効率的な研修の開催に中心的役割を果たすｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置して指導体制の強化を図るとともに
相談所の活用を促進した結果、農業法人数は979経営体となり、目標値を概ね達成した。
　高性能林業機械や伐採から植栽までの一貫作業の導入等により、素材生産力の向上を図るとともに、再造林に積極的に取り組む事業体を認定・支援
した結果、中核林業経営体は前年度より5事業体増加し、目標値を達成した。
　認定漁業士候補者の掘り起こしを進めるとともに、青年漁業士育成講座を開講し、漁業技術や操業関係法令等を学ぶ機会を提供したことなどにより、
認定漁業士は前年度から4人増加し、目標値を達成した。

1,050

中核林業経営体数
（事業体）

①②③ H30 13 15ⅱ 中核的経営体数

農業法人数（経営体） ①②③ Ｈ26 671

認定漁業士数（人） ①②③ H26 217 238

年度 基準値 目標値

農林水産業への新規就業者数（人） ①②③ Ｈ26 325 433

取組項目 将来を担う稼ぐ経営体の確保・育成 農林水産業を支える多様な人材の活躍 経営体を支えるシステムの強化

　政策名　挑戦と努力が報われる農林水産業の実現 関係部局名 農林水産部

取組№ ① ② ③

施策評価調書（元年度実績）
施策コード Ⅱ－１－（３）

政策体系

　施策名　産地を牽引する担い手の確保・育成 所管部局名 農林水産部 長期総合計画頁

指　　　　標
関連する
取組№

基準値 元年度 目標達成度（％）

81

- 158 -



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】

③

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

○「安心・活力・発展プラン2015」中間見直し委員会　第5回総合部会(R1.12）
・新規就業者を地域の人たちがしっかりアフターフォローする環境が必要。
・農林水産業での女性活躍が必要。

○集落営農推進本部会議　(R2.3）
・人をどうやって確保していくのかについての対策が不足している。

総合評価 施策展開の具体的内容

Ａ

・就農学校などの研修制度に加え、就業初期の負担軽減など、円滑な経営開始等を支援するとともに、産地等を牽引する大規模な担い手や参入企業などの確保・
育成に取り組む。また、高齢者や女性、障がい者など、誰もが農林水産業の分野で活躍できる環境整備を進める。
・新規就農者の確保に向け、市町村等が行う就農学校及びファーマーズスクールを中心に、初期の技術研修から経営発展に向けたフォローアップに至るまで、一
貫した支援体制を構築する。
・地区内外からの新たな人材を確保するため、複数の集落営農組織が広域で連携する新法人の設立へ向けた取り組みを進める。
・アフターコロナを見据え、農業経験のない異業種からの人材の活用を広げるため、作業者の習熟度に左右されないＩＣＴ・スマート農業の導入を促進し、受入れ体
制の強化を図る。

③

・農協の経営改善や機能強化のため、県域組織戦略の構築に向けた協
議を重ねた結果、大分県農協・玖珠九重農協・九重町飯田農協が令和
3年4月に合併することを決定した。
・漁業調査船の代船を建造し、これまで以上に正確な漁況・海況・赤潮・
資源評価情報の収集・提供が可能となり、漁家の効率的な操業や水産
資源管理につながった。

漁業調査船代船建造事業 － 165

②

・都市圏での就農相談活動等に取り組んだ結果、県外から新たに48人
が就農した。
・女性農業者の情報発信や農業に触れる機会を提供するとともに、女
性が働きやすい就労条件等の整備を支援した結果、新たに女性69人が
就農した。

林業新規参入者総合支援事業 100.0 163

漁業担い手総合対策事業 120.0 164

ＵＩＪターン就農者拡大対策事業 98.0

①

・農業経営塾では、経営研修やグループワークを通じた演習を拡充し、
経営能力が向上した若手経営者19名を確保した。
・林業経営等を担う人材の確保・育成に向け、基礎的な知識・技術を習
得する１年間の研修を実施した結果、9名の研修生全員が県内で林業
に就業した。
・漁業者の確保・育成のため、情報発信を強化するとともに漁業学校研
修生や新規就業者への支援により、漁業担い手総合対策事業による新
規就業者数は目標を上回る6名となった。

①

農業次世代人材投資事業 111.7 160

②
164

女性就農者確保対策事業 111.3

取組
№

指標以外の観点からの評価
取組
№

事業名（元年度事業）
事務事業評価

 成果指標の達成率（％） 掲載頁

164

林業事業体強化推進事業 120.0 163

- 159 -


